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 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい
ては記載しておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社に対する投資の重要性が乏しいため記載しておりま
せん。 

４. 潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載し
ておりません。  

  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第27期 
第２四半期 
累計期間 

第28期 
第２四半期 
累計期間 

第27期 
第２四半期 
会計期間 

第28期 
第２四半期 
会計期間 

第27期 

会計期間 

自平成21年 
６月１日 
至平成21年 
11月30日 

自平成22年 
６月１日 
至平成22年 
11月30日 

自平成21年 
９月１日 
至平成21年 
11月30日 

自平成22年 
９月１日 
至平成22年 
11月30日 

自平成21年 
６月１日 
至平成22年 
５月31日 

売上高（百万円）  21,900  28,598  8,239  15,170       46,784

経常利益（百万円）  1,828  4,178  838  2,236       5,338

四半期（当期）純利益 
（百万円） 

 1,037  2,373  471  1,278  3,135

持分法を適用した場合の投資利益 
（百万円） 

 -  -     -    - - 

資本金（百万円） - -  1,429  1,429  1,429

発行済株式総数（株） - -  240,400  240,400  240,400

純資産額（百万円） - -  14,282  18,695  16,962

総資産額（百万円） - -  23,600  35,929  28,834

１株当たり純資産額（円） - -  62,036.99  78,328.11     70,558.79

１株当たり四半期（当期）純利益
金額（円） 

 4,507.26  9,882.18  2,046.47  5,328.35  13,438.79

潜在株式調整後１株当たり四半期 
（当期）純利益金額（円） 

    -     -     -    -      - 

１株当たり配当額（円）  500.00  1,500.00  500.00  1,500.00  2,700.00

自己資本比率（％） - -  60.5  52.0  58.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 2,302  △3,074 - -  941

投資活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △314  △82 - -  △332

財務活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △3,026  5,102 - -      △2,599

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（百万円） 

- -  3,610  4,604  2,659

従業員数（人） - -  307  311  309
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当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。  

   

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数であり、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への派遣社員が含まれておりま
す。 

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

  平成22年11月30日現在

従業員数（人） 311   
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(1）生産実績 
 当第２四半期会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2）受注実績 
 当社は見込生産を行なっているため、該当事項はありません。 

  
(3）販売実績 
 当第２四半期会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 (注) １.  件数欄については、建売分譲及び請負工事は棟数を、宅地分譲は区画数を表示しております。 
   ２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３.  当社の売上高は、第４四半期会計期間に集中し著しく増加する傾向があります。このため、各四半期会計
期間の業績に季節的変動があります。 

  

第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

セグメントの名称 
  

当第２四半期会計期間 
（自 平成22年９月１日 
至 平成22年11月30日） 前年同四半期比 

（％） 

件数（棟） 金額（百万円） 

１.戸建分譲                  

（1）建売分譲  533  17,565  76.3

（2）請負工事  4  48  300.0

２.マンション分譲  －  －  －

合計  537  17,614  76.5

セグメントの名称 

当第２四半期会計期間 
（自 平成22年９月１日 
至 平成22年11月30日） 前年同四半期比 

（％） 

件数 金額（百万円） 

１.戸建分譲                  

（1）建売分譲  487  14,788  83.9

（2）宅地分譲  10  251  189.5

（3）請負工事  7  78  0.1

２.マンション分譲  －  －  －

 ３.その他                  

（1）賃貸  －  0  △28.4

（2）その他  －  51  72.0

合計  504  15,170  84.1
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不動産分譲事業（建売分譲・宅地分譲）の地域別販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．件数欄については、建売分譲及び宅地分譲の棟数及び区画数を表示しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第２四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し
た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 
  

当第２四半期会計期間において、新たな経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

地域  

当第２四半期会計期間 
（自 平成22年９月１日 
至 平成22年11月30日） 前年同四半期比 

（％） 

 件数  金額（百万円） 

東京都  123  4,743  48.0

埼玉県  95  2,540  22.2

神奈川県  93  3,121  179.6

千葉県  126  3,115  232.6

愛知県   38  993  97.3

宮城県   22  526  81.2

合計  497  15,040  85.0

２【事業等のリスク】 

３【経営上の重要な契約等】 
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（１）業績の状況  
当第２四半期会計期間（平成22年９月１日～平成22年11月30日）におけるわが国経済は、政府による経済対策

効果等もあり一部に景気回復の兆しが見られるものの、急激な円高の進行、デフレ経済の長期化等に加え個人所得
や雇用環境の改善が進まないこと等を背景に、引き続き厳しい状況が続きました。 
不動産業界におきましては、住宅ローン減税の拡充、住宅取得時における生前贈与の非課税限度枠の拡大、低

金利政策及び住宅エコポイント等住宅取得に関する各種施策が追い風となりました。 
その結果、持家をはじめとする新設住宅着工戸数に持ち直しの動きが見られる等、不動産市場は回復基調にあ

ることが窺えます。  
このような状況下、当社は、「より良いものを、より安く、より早く」の信念のもと、徹底した原価管理と品

質向上に努め、良質な戸建分譲住宅を提供してまいりました。 
当第２四半期会計期間は、引き続き採算面を重視した営業戦略を推進した効果により利益率が大幅に改善いた

しました。 
この結果、売上高は15,170百万円（前年同会計期間比84.1%増）となりました。営業利益は2,293百万円（同

169.3%増）、経常利益は2,236百万円（同166.8%増）、四半期純利益は1,278百万円（同171.3%増）となりました。
なお、当第２四半期累計期間の売上高は28,598百万円(前年同累計期間比30.6%増)となりました。営業利益は

4,257百万円(同130.0%増)、経常利益は4,178百万円(同128.6%増)、四半期純利益は2,373百万円(同128.7%増)とな
りました。 

  
（２）キャッシュ・フローの状況  

当第２四半期会計期間末における「現金及び現金同等物」(以下、「資金」という。)は、主に営業活動での獲
得により第１四半期会計期間末から1,284百万円増加して4,604百万円となりました。 
当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因等については、次のとおりであり
ます。 
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
当第２四半期会計期間における営業活動の結果、獲得した資金は1,441百万円(前年同期間は3,925百万円の使
用)となりました。 
これは、たな卸資産の増加1,254百万円等があったものの、税引前四半期純利益2,209百万円を計上したことが
主因であります。 
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
当第２四半期会計期間における投資活動の結果、使用した資金は28百万円(前年同期間は309百万円の使用)で
あります。 
これは、短期貸付金残高の純増加19百万円及び有形固定資産の取得による支出12百万円が主因であります。 
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
当第２四半期会計期間における財務活動の結果、使用した資金は128百万円(前年同期間は1,453百万円の獲得)
であります。 
これは、短期借入金残高の純増加176百万円があったものの、長期借入金の返済による支出192百万円及び自己
株式の取得による支出112百万円があったことが主因であります。 

   
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 
当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  
（４）研究開発活動 
特記すべき事項はありません。   

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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(1）主要な設備の状況 
当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2）設備の新設、除却等の計画 
当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい
て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画もあ
りません。 

  

第３【設備の状況】 
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①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。   
  

該当事項はありません。  

  

  

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  432,000

計  432,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年11月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年１月13日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式  240,400  240,400
東京証券取引所 
（市場第一部） 

当社は単元株制度は採
用しておりません。 

計  240,400  240,400 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成22年9月1日～ 
平成22年11月30日 

 －  240,400  －  1,429  －  1,493
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 （注）１.上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は5,715株であ
ります。 
なお、それらの内訳は、投資信託設定分3,563株、年金信託設定分1,476株、その他信託設定分676株となっ
ております。 

２.上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は4,329株でありま
す。 
なお、それらの内訳は、投資信託設定分1,317株、年金信託設定分2,660株、その他信託設定分352株となっ
ております。 

  

（６）【大株主の状況】 

  平成22年11月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

山本商事株式会社 東京都武蔵野市吉祥寺南町3-31-9  61,500  25.58

飯田 和美 東京都杉並区  30,800  12.81

有限会社一商事 東京都西東京市柳沢1-6-3  16,800  6.98

山本 重穂 東京都武蔵野市  12,000  4.99

有限会社Ｋ.フォレスト 東京都武蔵野市西久保1-3-7  11,500  4.78

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海1-8-11  5,946  2.47

株式会社飯田産業 東京都武蔵野市境2-2-2  5,151  2.14

森  和彦 東京都武蔵野市  5,000  2.07

THE CHASE MANHATTAN BANK, N.A.  
LONDON SECS LENDING OMNIBUS 
ACCOUNT  
（常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行決済営業部） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON  
EC2P 2HD, ENGLAND  
（東京都中央区月島4-16-13） 

 4,600  1.91

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口） 

東京都港区浜松町2-11-3   4,329  1.80

計 －  157,626  65.56
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①【発行済株式】 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の「株式数」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2株含まれ
ております。  
また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれておりま
す。 

  
  

②【自己株式等】 

  
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。  

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  
  

（７）【議決権の状況】 

  平成22年11月30日現在

 区分  株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

 無議決権株式 － － － 

 議決権制限株式(自己株式等) － － － 

 議決権制限株式(その他) － － － 

 完全議決権株式(自己株式等) 
      (自己保有株式) 

 普通株式      1,714
－ － 

 完全議決権株式(その他)  普通株式        238,686  238,686 － 

 単元未満株式 － － － 

 発行済株式総数                  240,400 － － 

 総株主の議決権 －  238,686 － 

  平成22年11月30日現在

所有者の氏名又は名
称 所有者の住所 自己名義所有

株式数(株) 
他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数の
合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(%) 

タクトホーム株式会社 
東京都西東京市東伏 
見三丁目6番19号 

 1,714  －  1,714  0.71

計 －  1,714  －  1,714  0.71

２【株価の推移】 

月別 平成22年 
6月 7月 8月 9月 10月 11月 

最高（円）  79,500  80,600  72,800  62,900  67,000  80,900

最低（円）  67,200  70,400  50,700  53,400  60,200  65,000

３【役員の状況】 
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１．四半期財務諸表の作成方法について 
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
なお、前第２四半期会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成

21年６月１日から平成21年11月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平
成22年９月１日から平成22年11月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年６月１日から平成22年11月30日ま
で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年９月１日から平成
21年11月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年６月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期財務諸
表並びに当第２四半期会計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22
年６月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビ
ューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 
「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集
団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの
として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 
なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準         ％ 
売上高基準        ％ 
利益基準         ％   
利益剰余金基準      ％  

   ※ 売上高基準及び利益基準は、当第２四半期累計期間の数値により算出しております。 

第５【経理の状況】 

0.8
1.0
0.3
0.0
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年11月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 4,625 2,674 
販売用不動産 ※1  4,198 ※1  3,310 

仕掛販売用不動産 ※1  18,612 ※1  15,064 

未成工事支出金 2,597 2,079 
前渡金 326 168 
前払費用 ※3  31 ※3  22 

繰延税金資産 263 263 
その他 ※3  226 74 
流動資産合計 30,882 23,657 

固定資産   
有形固定資産   
建物 2,079 2,057 
減価償却累計額 △408 △359 

建物（純額） ※1  1,671 ※1  1,698 

工具、器具及び備品 161 159 
減価償却累計額 △116 △110 

工具、器具及び備品（純額） 44 48 
土地 ※1  2,248 ※1  2,248 

有形固定資産合計 3,964 3,995 
無形固定資産   
ソフトウエア 196 225 
電話加入権 2 2 
無形固定資産合計 198 227 

投資その他の資産   
投資有価証券 421 477 
関係会社株式 10 － 
出資金 4 4 
関係会社出資金 102 102 
長期前払費用 3 4 
繰延税金資産 212 212 
その他 130 153 
投資その他の資産合計 884 954 

固定資産合計 5,047 5,177 

資産合計 35,929 28,834 
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（単位：百万円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年11月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年５月31日) 

負債の部   
流動負債   
営業未払金 3,427 3,332 
短期借入金 ※1,※2,※3  9,375 ※1,※2,※3  3,265 

1年内返済予定の長期借入金 ※1  530 ※1  630 

未払金 137 96 
未払費用 ※3  334 ※3  146 

未払法人税等 1,748 2,377 
前受金 310 255 
預り金 76 55 
賞与引当金 － 183 
役員賞与引当金 19 30 
その他 3 3 
流動負債合計 15,962 10,375 

固定負債   
長期借入金 ※1  464 ※1  730 

退職給付引当金 221 212 
役員退職慰労引当金 243 221 
保証工事引当金 302 306 
その他 37 25 
固定負債合計 1,271 1,497 

負債合計 17,233 11,872 
純資産の部   
株主資本   
資本金 1,429 1,429 
資本剰余金 1,937 1,937 
利益剰余金 15,459 13,614 
自己株式 △112 － 

株主資本合計 18,712 16,981 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 △17 △18 

評価・換算差額等合計 △17 △18 

純資産合計 18,695 16,962 

負債純資産合計 35,929 28,834 

8915/2011年-13-



（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年11月30日) 

売上高 ※3  21,900 ※3  28,598 

売上原価 18,297 22,150 
売上総利益 3,602 6,447 
販売費及び一般管理費 ※1  1,751 ※1  2,190 

営業利益 1,850 4,257 
営業外収益   
受取利息 1 2 
受取配当金 2 2 
雑収入 4 9 
営業外収益合計 7 14 

営業外費用   
支払利息 30 76 
雑損失 － 17 
営業外費用合計 30 93 

経常利益 1,828 4,178 

特別利益   
投資有価証券売却益 － 2 

特別利益合計 － 2 

特別損失   
投資有価証券評価損 － 53 
固定資産除却損 6 0 
店舗閉鎖損失 4 － 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6 
ゴルフ会員権評価損 － 30 
特別損失合計 10 90 

税引前四半期純利益 1,817 4,090 
法人税等 ※2  780 ※2  1,717 

四半期純利益 1,037 2,373 
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【第２四半期会計期間】 
（単位：百万円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成22年11月30日) 

売上高 ※3  8,239 ※3  15,170 

売上原価 6,600 11,792 
売上総利益 1,639 3,377 
販売費及び一般管理費 ※1  787 ※1  1,084 

営業利益 851 2,293 
営業外収益   
受取利息 0 1 
受取配当金 － 0 
雑収入 1 0 
営業外収益合計 1 2 

営業外費用   
支払利息 14 42 
雑損失 － 17 
営業外費用合計 14 59 

経常利益 838 2,236 
特別利益   
投資有価証券売却益 － 2 
投資有価証券評価損戻入益 － 1 

特別利益合計 － 3 

特別損失   
固定資産除却損 3 － 
店舗閉鎖損失 0 － 
ゴルフ会員権評価損 － 30 
特別損失合計 3 30 

税引前四半期純利益 834 2,209 

法人税等 ※2  363 ※2  931 

四半期純利益 471 1,278 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：百万円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成22年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税引前四半期純利益 1,817 4,090 
減価償却費 88 79 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6 
賞与引当金の増減額（△は減少） － △183 
退職給付引当金の増減額（△は減少） 19 9 
役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △11 
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8 22 
保証工事引当金の増減額（△は減少） △22 △3 
受取利息及び受取配当金 △3 △5 
支払利息 30 76 
投資有価証券評価損益（△は益） － 53 
投資有価証券売却損益（△は益） － △2 
有形固定資産除却損 6 0 
ゴルフ会員権評価損 － 30 
たな卸資産の増減額（△は増加） 3,299 △4,954 
前渡金の増減額（△は増加） △175 △157 
その他の資産の増減額（△は増加） 63 △98 
仕入債務の増減額（△は減少） △2,870 94 
前受金の増減額（△は減少） △1 55 
その他の負債の増減額（△は減少） 72 238 

小計 2,333 △660 

利息及び配当金の受取額 3 5 
利息の支払額 △31 △82 
法人税等の支払額 △3 △2,337 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,302 △3,074 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の預入による支出 △7 △6 
短期貸付金の純増減額（△は増加） － △60 
関係会社株式の取得による支出 － △10 
出資金の払込による支出 － △0 
出資金の売却による収入 － 0 
有形固定資産の取得による支出 － △13 
無形固定資産の取得による支出 △2 － 
投資有価証券の取得による支出 △305 △300 
投資有価証券の売却による収入 － 306 

投資活動によるキャッシュ・フロー △314 △82 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） △2,392 6,110 
長期借入金の返済による支出 △393 △365 
ファイナンス・リース債務の返済による支出 △240 △1 
自己株式の取得による支出 － △112 
配当金の支払額 － △528 

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,026 5,102 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,038 1,944 

現金及び現金同等物の期首残高 4,649 2,659 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  3,610 ※  4,604 
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年11月30日） 

１．会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 
第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計
基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用してお
ります。 
なお、これによる営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影
響は僅少であります。  

【簡便な会計処理】 

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年11月30日） 

１．法人税等並びに繰延税金資産及び繰
延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境
等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に
は、前事業年度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニング
を利用する方法によっており、前事業年度末以降に経営環境等に著しい変化
があるか、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合に
は、前事業年度末において使用した将来の業績予想やタックス・プランニン
グに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっておりま
す。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期
間按分して算定する方法によっております。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年11月30日） 

１．税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純
利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期
純利益(累計期間)に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっておりま
す。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】 
（四半期貸借対照表関係） 

当第２四半期会計期間末 
（平成22年11月30日） 

前事業年度末 
（平成22年５月31日） 

※1  担保に供している資産及びこれに対応する債務は、
次のとおりであります。 

※1  担保に供している資産及びこれに対応する債務は、
次のとおりであります。 

(1) 担保権が設定されている資産 (1) 担保権が設定されている資産 
販売用不動産 616百万円 
仕掛販売用不動産 8,788百万円 
建物 1,143百万円 
土地 1,354百万円 

計 11,903百万円 

販売用不動産 379百万円 
仕掛販売用不動産 3,399百万円 
建物 1,175百万円 
土地 1,354百万円 

計 6,309百万円 
    
(2) 上記に対応する債務 (2) 上記に対応する債務 

短期借入金 8,315百万円 
１年内返済予定の 
長期借入金  

290百万円 

長期借入金 404百万円 

計 9,010百万円 

短期借入金 3,265百万円 
１年内返済予定の 
長期借入金  

290百万円 

短期借入金 550百万円 

計 4,105百万円 
    

上記以外に、土地 百万円及び建物 百万円につ
いては、銀行取引に係る根抵当権(極度額 百万
円)が設定されております。 

893 468
4,000

上記以外に土地 百万円及び建物 百万円につい
ては、銀行取引に係る根抵当権(極度 百万円)
が設定されております。 

893 478
4,000

※2  当社では、土地仕入資金等の効率的な調達として、
取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。 
これらの契約に基づく当四半期会計期間末の借入未
実行残高は次のとおりであります。 

※2  当社では、土地仕入資金の効率的な調達として、取
引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。 
これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残
高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 18,200百万円 
借入実行残高 5,815百万円 

差引額 12,384百万円 

当座貸越極度額 16,000百万円 
借入実行残高 1,654百万円 

差引額 14,345百万円 
    
    

※3  関係会社項目 
関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された
ものの他次のものがあります。 

※3  関係会社項目 
関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された
ものの他次のものがあります。 

前払費用 1百万円 
貸付金(その他流動資産) 60百万円 
未払費用 0百万円 
短期借入金 1,604百万円 

前払費用 0百万円 
未払費用 0百万円 
短期借入金 1,006百万円 
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当第２四半期会計期間末（平成22年11月30日）及び当第２四半期累計期間（自 平成22年６月１日 至 平成22
年11月30日）  
１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式      株 
  
２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式        株 
  
３．新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 

  

（四半期損益計算書関係） 

前第２四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年11月30日） 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。 

販売手数料 百万円565

給与手当 百万円378

販売手数料 百万円777

給与手当 百万円464
※2 法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま

す。 
※2             同左 

※3 当社の売上高は、第４四半期会計期間に集中し著し
く増加する傾向があります。このため、各四半期会
計期間の業績に季節的変動があります。 

※3             同左 

前第２四半期会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成22年９月１日 
至 平成22年11月30日） 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。 

販売手数料 百万円213

給与手当 百万円177

販売手数料 百万円404

給与手当 百万円198
※2 法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま

す。 
※2             同左 

※3 当社の売上高は、第４四半期会計期間に集中し著し
く増加する傾向があります。このため、各四半期会
計期間の業績に季節的変動があります。 

※3             同左 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第２四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年11月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成21年11月30日現在) 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成22年11月30日現在) 

  

現金及び預金勘定 百万円3,610

現金及び現金同等物 百万円3,610

  

現金及び預金勘定 百万円4,625
預入期間が３ヶ月を超える定期積金 百万円△21

現金及び現金同等物 百万円4,604

（株主資本等関係） 

240,400

1,714
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４．配当に関する事項 
(1)配当金支払額 

  
(2)基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後とな
るもの 

  

当第２四半期会計期間末（平成22年11月30日） 
現金及び預金並びに短期借入金は、当社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年

度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

 （注）金融商品の時価の算定方法 
（1）現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。 

（2）短期借入金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 
 

当第２四半期会計期間末(平成22年11月30日)  
該当事項はありません。 

  

当第２四半期会計期間末(平成22年11月30日) 
該当事項はありません。 

  

前第２四半期累計期間（自 平成21年6月1日 至 平成21年11月30日）及び当第２四半期累計期間（自 平成22
年6月1日 至 平成22年11月30日） 
該当事項はありません。 

  
前第２四半期会計期間（自 平成21年9月1日 至 平成21年11月30日）及び当第２四半期会計期間（自 平成22
年9月1日 至 平成22年11月30日） 
該当事項はありません。 

  

当第２四半期会計期間（自 平成22年９月１日 至 平成22年11月30日） 
 該当事項はありません。 

  

 (決  議)  株式の種類  配当金の総額 
   (百万円)  

1株当たり配 
当額(円) 基準日  効力発生日  配当の原資  

平成22年８月24日 
定時株主総会  

  普通株式           528        2,200
平成22年 
 ５月31日  

  平成22年 
 ８月25日 

利益剰余金  

 (決  議)  株式の種類  配当金の総額 
   (百万円)  

1株当たり配 
当額(円) 基準日  効力発生日  配当の原資  

平成23年１月11日 
取締役会  

  普通株式           358        1,500
平成22年 
 11月30日  

  平成23年 
 ２月７日 

利益剰余金  

（金融商品関係） 

科目 
四半期貸借対照表 
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

（1）現金及び預金   4,625   4,625   －

（2）短期借入金   9,375   9,375   －

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

（ストック・オプション等関係） 
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当第２四半期会計期間末(平成22年11月30日) 
該当事項はありません。 
  

１．報告セグメントの概要  
当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 
当社は主に戸建分譲事業、その他に不動産賃貸事業等を展開しております。戸建分譲事業の占める売上

高の割合は99％超と大部分を占めるため、「戸建分譲事業」のみを報告セグメントとしております。 
「戸建分譲事業」は、建売分譲、土地分譲及び請負工事を行っております。  

  
２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第２四半期累計期間（自 平成22年６月１日 至 平成22年11月30日）     （単位：百万円） 

  
当第２四半期会計期間（自 平成22年９月１日 至 平成22年11月30日）     （単位：百万円） 

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等の
事業活動を含んでおります。 

２.セグメント利益は、営業利益を記載しております。 
  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  
  該当事項はありません。 
  
（追加情報） 
第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20
号 平成20年３月21日）を適用しております。  
  

当第２四半期会計期間末（平成22年11月30日） 
該当事項はありません。  
  

（資産除去債務関係） 

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

  
  

報告セグメント   
その他 

 （注）１ 

  
合計 

  

  
調整額 

  

  
四半期損益計算書
計上額 
  

戸建分譲事業 

  

売上高 
外部顧客への売上高 

  

  28,506

  

  91

  

  28,598

  
  －

  

  28,598

計   28,506   91   28,598   －   28,598

セグメント利益   4,165   91   4,257   －   4,257

  
  

報告セグメント   
その他 

 （注）１ 

  
合計 

  

  
調整額 

  

  
四半期損益計算書
計上額 
  

戸建分譲事業 

  

売上高 
外部顧客への売上高 

  

  15,118

  

  52

  

  15,170

  
  －

  

  15,170

計   15,118   52   15,170   －   15,170

セグメント利益   2,241   52   2,293   －  2,293

（賃貸等不動産関係） 
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１．１株当たり純資産額 

  
２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）1.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ
ん。  
2.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注）1.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ
ん。  
2.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 
  

平成23年１月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 
(イ) 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・358百万円 
(ロ) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・1,500円00銭 
(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・平成23年２月７日 
(注) 平成22年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。  

  

（１株当たり情報） 

当第２四半期会計期間末 
（平成22年11月30日） 

前事業年度末 
（平成22年５月31日） 

１株当たり純資産額 78,328.11円 １株当たり純資産額 70,558.79円

前第２四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年11月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 4,507.26円 １株当たり四半期純利益金額 9,882.18円

  
前第２四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成22年６月１日 
至 平成22年11月30日） 

四半期純利益（百万円）  1,037  2,373
普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  1,037  2,373
期中平均株式数（千株）  230  240

前第２四半期会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成22年９月１日 
至 平成22年11月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 2,046.47円 １株当たり四半期純利益金額 5,328.35円

  
前第２四半期会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成22年９月１日 
至 平成22年11月30日） 

四半期純利益（百万円）  471  1,278
普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  471  1,278
期中平均株式数（千株）  230  239

（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 

２【その他】 
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 該当事項はありません。 
  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年１月13日

タクトホーム株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 戸田  彰     印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 北澄  裕和  印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタクトホーム株

式会社の平成21年６月１日から平成22年５月31日までの第27期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年９月１日から平

成21年11月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年６月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、タクトホーム株式会社の平成21年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了

する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 

          2.四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年１月13日

タクトホーム株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 戸田  彰     印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 北澄  裕和  印 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタクトホーム株

式会社の平成22年６月１日から平成23年５月31日までの第28期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年９月１日から平

成22年11月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年６月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、タクトホーム株式会社の平成22年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了

する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 

          2.四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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